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我が国の都市においては，コンパクトな都市構造の実現に向けた集約拠点の形成が望まれている．しか

し，設定された拠点が拠点としての内実を伴っているかは明らかにされていない．本研究では，都市マス

において設定された拠点について，町丁目スケールでの詳細なデータ分析により，その集積実態を明らか

にした．その結果，1)拠点に設定していても，都市サービス施設が都市全体の1%にも満たないケースが多

く見られた．2)そのような拠点は特に，拠点設定数の多い，大都市の郊外部において見られた．以上より，

これからの人口減少社会においては，都市サービスを拠点に集約するだけでなく，その拠点自体も圏域レ

ベルで集約していく必要があることを示した． 
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1. はじめに 

 

 2007年の社会資本整備審議会の答申 1)以降，わが国で

はコンパクトシティ実現に向けて，様々な政策が模索さ

れるようになった．2012 年には「都市の低炭素化の促

進に関する法律」2)，いわゆるエコまち法が施行され，

都市の目標像としてコンパクトシティが法制度化される

に至った．2013 年度予算では，「コンパクトシティ形

成支援事業」として，国全体で 5億円の予算が設けられ

た 3)．このような一連の国の動きを受け，各市町村が定

める都市計画マスタープラン(以降，都市マス)において，

コンパクトシティを掲げる都市が近年急増し，都市マス

の改訂にあたっては必ずと言ってよいほどその文言が採

用されるようになっている 4)．コンパクトシティの形成

は，都市核（拠点）の形成と一般的に対をなして議論さ

れる．このため，これら都市マスにはどこを拠点とする

かということが一般的に提示されている． 

 直近の政府の重要な動きとして，2014年 5月 14日に

都市再生特別措置法の一部改正法案が可決され，コンパ

クト化推進の核となるエリアを「都市機能誘導区域」と

して立地適性化計画を通じて特に指定することが閣議決

定された 5)．これは，まちなかの鉄道駅などの周辺に具

体的な区域を定め，補助制度を通じて都市機能をそこに

誘導しようとするものである(図-1)．同時に改正された

地域公共交通活性化法とともに 2014 年 8 月より施行の

予定であり，コンパクト化推進の肝となる拠点形成のた

めの極めて効果的なツールとなることが期待される．こ

のような制度は長く待たれていたものである反面，都市

構造を左右することから，その使い方を誤ると地域に致

命的なダメージを与える可能性もあり，まさに両刃の剣

ということができる． 

 特にこの区域設定は，近年の地方分権化の流れを受け，

各市町村が行うことが想定されている．今後各市町村が

この区域設定を行うには，既に都市マスで拠点と位置付

けした内容を前提とすることは確実である．一方審査付

 

図-1 都市機能誘導区域の概念図 

(参考文献 5)に基づいて作成) 
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き論文ではないが，多くの都市において現状の拠点設定

は質・量ともに過剰ではないかという危惧も既に示され

ている 6)．現状の都市マスの流れに沿って補助金獲得な

どのために区域設定が何の制約も無く行われた場合，そ

れはコンパクト化政策ではなく，むしろ拡散化政策にな

る可能性さえある．客観的な数値情報に基づき，各市町

村が制度適用を行う前にその吟味を行うことが火急の課

題であり，それがすなわち本稿の明確な目的である． 

 この目的を達成するため，本研究では，全国の様々な

タイプの都市について，まず，都市マスの将来都市構造

において提示された拠点の設定実態を時系列的な視点も

ふまえて把握する．次に，実空間上で各拠点にどれだけ

の都市サービスが実態として展開しているかを客観的な

数値情報に基づいて把握する．また，特徴的な都市にお

ける空間分布の実態を検討することもあわせ，今後の対

応方策について言及する． 

 

 

2. 本研究の位置づけ 

 

(1)既存研究の整理 

都市の一般的構造やその変容を街区などの詳細な視点

から解析した研究は現在までにも数多い 7)-9)．また，拠

点の階層性に着目した検討も過去に実施されている 10)．

都市のコンパクト性を DID に主眼を置いて吟味した研

究 11)や，都市圏スケールでの施策評価の試みも数多く
12)-14)，これらの諸研究はそれぞれに重要で参考になるが，

本調査報告は先述したとおりそれらと調査目的やアプロ

ーチを全く異にしている．特に拠点は拠点と呼ばれるか

らには厳選される必要があり，然るべき客観的な数値基

準に基づいて統一的に判断を行うことが望ましい． 

実はそのような強い問題意識に基づく研究は，コンパ

クトシティがテーマとして着眼される以前に実施された

ことがある 15)が,各市町村の拠点計画とのすり合わせは

行われていない．今後導入される都市機能誘導区域は，

その設定の判断基準が各市町村に任され，このままでは

恣意的で過剰設定になる可能性が否めない．このため，

各市町村それぞれの立場から現在都市マス上で設定して

いる拠点の実態をつまびらかにすることが本研究の位置

づけである． 

  

(2)本調査報告の特長 

 本研究は以下のような特長を有している． 

1) 「拠点に集約する」という現行のコンパクトシティ政

策のパラダイム自体を根本から問い直すという点で，

明確な新規性，独自性を有している． 

2) 施行が確実となり，各市町村の対応が必要となる都市

機能誘導区域の設定にあたって必須となる有用な情報

であり，また極めて緊急性，適時性の高い研究課題で

ある． 

3) 多様な対象都市の都市マスの内容をすべて精査し，ま

たそれに対応する形で町丁目スケールでの詳細なデー

タ分析を実施しており，膨大な作業を通じて精度の高

い分析を行っている． 

 

 

3. 使用データの概要 

 

(1)対象都市 

 全国の様々な都市における拠点の計画と実態を幅広く

実態を把握するため，人口規模や特性の異なる様々な都

市を対象とする必要がある．そこで本調査報告では，都

市の多様な人口規模や特性を配慮して対象都市が選定さ

れている全国都市交通特性調査の対象都市から選定を行

うこととした．具体的には，過去 5回の調査において継

続して調査対象とされている 40 都市から，特殊な位置

づけである東京区部を除いた 39 都市を対象とした．そ

れら 39 都市を，全国都市交通特性調査の分類をもとに，

表-1 のように大都市圏核都市，大都市圏周辺都市，地

方圏都市(人口 25万人以上)，地方圏都市(人口 25万人未

満)の 4つに分類した． 

 

(2)分析対象都市サービス施設 

 本調査報告では，拠点における都市サービス施設の集

積を把握する．そのため，事業所や企業を対象とする統

計調査の母集団情報を整備することを目的とした「経済 

 

表-1 分析対象都市 

札幌 仙台 千葉 横浜
川崎 名古屋 京都 大阪
神戸 広島 福岡 北九州

塩釜 所沢 松戸 春日井
堺 奈良 呉

盛岡 郡山 宇都宮 金沢
岐阜 静岡 徳島 高知
熊本 鹿児島

弘前 湯沢 山梨 上越
海南 松江 安来 南国
今治 人吉

大都市圏核都市

地方圏都市
(人口25万人以上)

大都市圏周辺都市

地方圏都市
(人口25万人未満)

 

表-2 分析対象都市サービス施設 

A 農業,林業 K 不動産業,物品賃貸業

B 漁業 L 学術研究,専門・技術サービス業

C 鉱業,採石業,砂利採取業 M 宿泊業,飲食サービス業

D 建設業 N 生活関連サービス業,娯楽業

E 製造業 O 教育,学習支援業

F 電気,ガス,熱供給,水道業 P 医療,福祉

G 情報通信業 Q 複合サービス事業

H 運輸業,郵便業 R その他サービス業

I 卸売業,小売業 S 公務

J 金融業,保険業  
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センサス-基礎調査」を使用する．また，詳細な検討を

可能にするため，この調査の中で，最も調査スケールの

小さい，「町丁・大字別集計」を用いる．この集計は，

日本標準産業分類に基づき 19 のカテゴリについて，そ

の事業所数と従業員数を調査している(表-2)．本分析に

おける都市サービス施設とは，この日本標準産業分類に

基づき，A・Bの農林漁業を除く 17カテゴリに属する事

業所・企業とする． 

 

(3)拠点の設定 

 分析においては，①対象拠点，②拠点の中心地（施

設），及び③拠点の範囲を客観的に定めることで，拠点 

を設定する必要がある．本分析では，①の対象拠点につ

いては，各都市の都市マス本文において位置付けが明確

に示されている拠点すべてを対象拠点とした．また，そ

の具体的な位置は都市マス中に表示されている将来都市

構造図を参考に，②各拠点の中心地を各対象拠点におけ

る鉄道ターミナルとした．なお，鉄道ターミナルが該当

拠点に存在しない場合には行政機関の支所など具体に都

市マスにおいて中心施設として明記されている施設を中 

心地として扱った．③拠点の範囲については，閣議決定

された都市機能誘導地区の概念を参考に中心施設から容

易に歩ける範囲とし 5)，上記の拠点中心施設から半径

500m とした．拠点範囲の設定に際しては，一部の町丁

目で 500m 圏域にまたがるものもあるため，統一ルール

として面積の 50%以上が 500m圏に含まれる町丁目は，

すべて拠点エリアに含めた．また，これに該当しない単

一町丁目で，半径 500ｍ円の 25％以上の面積を占めてい

る場合は，その面積割合でデータを按分して算入するこ

ととした． 

 

  

4. 拠点計画の現状と都市サービス施設の集積 

実態 

 

 実際に対象 39 都市の都市マスを収集，参照したとこ

ろ，大阪と京都が将来都市構造図を記載しておらず，盛

岡，弘前は拠点を設定していないことが明らかになった

ため，これらを除いた 35 都市について分析を実施する． 

2014年 2月時点での 35都市の現行の都市マスについて，

将来都市構造図から各都市の拠点設定数を把握した．都

市規模ごとに拠点設定数の平均値を算出したところ，大

都市圏核都市が 17.8 個，大都市圏周辺都市が 12.7 個，

地方圏都市(人口 25万人以上)が 7.6個，地方圏都市(人口

25万人未満)が 4.6個となった．拠点設定数の都市ごとの

結果を，その都市マスの策定年次とともに図-2 に示す．

この図より以下のような結果が得られた． 

1) 40拠点を設定している名古屋市から，1拠点だけの徳

 

図-2 都市計画マスタープランにおける拠点設定数 

(策定年次別) 

 

島市に至るまで，都市によって拠点設定において前

提とする考え方がそもそも多様であることが明らか

になった．ただ，半数の都市が 10 以上の拠点を設定

しており，拠点を特別な位置付けの場所として考え

るには，その数が多すぎるというのが基調であると

いえる． 

2) 大都市圏核都市では，その規模の大きさから全体的

に拠点数が多くなっている．一方で例外的に仙台は

拠点設定数が 3個のみとなっている． 

3) 国の姿勢としてコンパクトシティ政策が打ち出され

た 2007 年以降，拠点設定数の多い都市がそれ以前よ

りも散見されるようになっている． 

 

 

5. 都市サービス施設拠点集積率(ASU 値)にみる計

画拠点における集積の実態 

 

 本章では，4章で把握した各都市における拠点におい

て，実際に拠点と呼べるほどの都市サービス施設が集積

しているかをその割合と数の両面から吟味する．各都市

の，都市計画区域面積に占める拠点の合計面積(以降，

拠点面積率) と，都市全体の都市サービス施設数に占め

る拠点への都市サービス施設の集積数の比（都市サービ

ス施設拠点集積率，以降，ASU値 [ Agglomeration Rate of 

Service Facilities in Urban Core Areas ] とする）を比較した結

果が図-3である． 

この図から以下のような結果が得られた． 

1) 大都市圏核都市の一部や，大都市圏周辺都市で高い

ASU値が見られる．特に札幌・神戸では，拠点面積

率が 2%程度ほどであるにもかかわらず，その中に

30%~45%程度の都市サービス施設が集中している． 
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2) 一方で，拠点とは言いながら，拠点面積率の 2倍程度

のASU値しか見られなかった都市も少なくない．特

に，今治，安来などの地方圏都市では拠点における

ASU値自体が 1割を切っており， 現時点で集積，集

中した拠点が形成されているとは言い難い． 

 次に，各都市で拠点に集積している都市サービス施設

数の拠点あたりの平均値を拠点面積率と比較したものが

図-4 である．この図から以下のような結果が得られた． 

1) 拠点面積率が高くなれば，都市サービス施設数はトー

タルでは増えるが，平均値で見ると拠点の面積率が広

くなればなるほど，中身の施設数は低下していること

がわかる． 

2) 特に ASU 値が概ね高かった大都市圏周辺都市は，拠

点面積率の高さを考慮すると，他都市に比べ平均都市

サービス施設集積数が非常に少ないという結果が得ら

れた．その理由として，拠点設定数が多すぎることが

考えられる． 

3) 地方圏都市(人口 25万人未満)の多くは，平均都市サー

ビス施設集積数が他都市に比べ非常に少なく，200 件

以下である．安来・山梨では平均で 50 件にも満たな

いという結果も得られた． 

 

 

6. 特徴的な都市における空間分布特性 

 

 5章では，都市サービス施設の集積について，各都市

内の拠点の合計値をもとに論じた．しかし，図-2でも

示したように，拠点の設定状況は多様であり，拠点間で

も都市サービス施設の集積に大きな差があることが予想

され，より詳細に，設定しているすべての拠点毎で都市

サービス施設の集積実態を見る必要がある．本調査では

すべての対象都市について個別の各拠点でのサービス施

設立地状況を明らかにしたが，その中でも図-2~図-4に

おいて特徴的な傾向を示した都市についてその結果を例

示する．具体的には，大都市圏核都市で最もASU値の

高い札幌，大都市圏周辺都市で最も拠点設定数の多い堺，

同じく大都市圏周辺都市でも拠点面積率が低くASU値

が非常に高い奈良，拠点設定数が 15個と多く，かつ地

方圏都市(人口 25万人以上)で最も都市サービス施設集積

数の低い郡山の 4都市とした． 

  これら 4都市について，拠点ごとにASU値を算出し

た結果を図-5~図-8の各地図内に示す．なお，各都市マ

スの説明文において，市町村の中心や都市圏等を見据え

た拠点として想定されたものを便宜的に広域拠点とし，

それ以外のものを地域拠点としている． 

 まず，札幌の拠点設定と，拠点ごとの ASU 値を図-5

に示す．この図より，以下のような結果が得られた． 

1) ほぼすべての拠点が鉄道駅を中心として設定されて 

 

図-3 拠点面積率とASU値の比較 

 

図-4 拠点面積率と平均都市サービス施設集積数の比較 

  

いる．中心部の札幌駅・大通駅拠点では，それぞれ

9.5%，13.2%と非常に高いASU値を示している． 

2) 一方で，周辺にはASU値が 1%にも満たない拠点も複

数存在する． 

 このように，ASU 値が全体として非常に高い札幌で

も，都市の中心的な拠点を除けば，多くの拠点で ASU

値が非常に低いという実態が明らかになった． 

 次に堺の拠点設定と，拠点ごとの ASU値を図-6 に示

す．この図より，以下のような結果が得られた． 

1) 拠点設定数が 28 個と，他都市に比べて非常に多く，
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ほとんどの鉄道駅が拠点として設定されている． 

2) ASU値が 1%にも満たない拠点も数多く存在する． 

3) 最も ASU 値の高い拠点でも，ASU 値約 4%と，札幌

の中心部の札幌駅・大通駅拠点の半分以下となって

いる． 

次に，奈良について，拠点設定と，拠点ごとの ASU

値を図-7 に示す．この図より，以下のような結果が得

られた． 

1) 奈良も堺と同様にほとんどすべての鉄道駅が拠点と

して設定されている． 

2) しかし，奈良駅周辺の 3 つの広域拠点(9.6%，5.6%，

4.6%)を合計すると，約 2 割の都市サービスが集積し

ており，他都市に比べ相対的に高い集積が認められ

る． 

3) ただし，地域拠点では ASU 値が 1%に満たない拠点

も一部に見られる． 

 最後に，郡山の拠点設定と，拠点ごとの ASU値を図-

8に示す．この図より，以下のような結果が得られた． 

1) 郡山では，多くの地域拠点が鉄道駅をもたず，各地

区の行政センターが拠点の中心施設として設定され

ている．また，その設定数は 15個と，図-1の結果と

比べても他の地方圏都市(人口 25 万人以上)都市と比

べても相対的に多いことがわかる 

 

 
図-5 札幌における拠点分布と各拠点のASU値 

図-6 堺における拠点分布と各拠点のASU値 

2) 中心拠点である郡山駅周辺拠点以外は，一つの拠点

を除いて ASU 値が 1%に満たないことが明らかにな

った． 

3) 拠点当りの都市サービス施設数も，約100件と，地方

圏都市(人口25万人以上)の中でも特に集積が少ない結

果となっている． 

 

 

7. おわりに 

 

 本調査報告の結果より，下記の事柄が新たに明らかに

された． 

1) 各都市の都市マスにおける拠点設定状況を確認したと

ころ，都市によってその設定数には大きな差が有るこ

とが示された． 

2) 同時に，拠点における実際の都市サービス施設集積状

況についても都市，および拠点ごとに大きなばらつき

があった．数多くの拠点を設定している都市，および

規模の小さな都市において，実体を伴わない拠点の割

合が多くなる傾向が見られた． 

3) 特に実体以上の拠点設定を行う都市として，郊外通勤

鉄道が発達している大都市圏周辺都市，および市町村

合併を経て市域を拡大した都市にその傾向が顕著に見 

 

 

図-7 奈良における拠点分布と各拠点のASU値 

 

図-8 郡山における拠点分布と各拠点のASU値 
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られた． 

4) 以上の検討から，都市マスで設定されている拠点すべ

てを都市サービス集約のための拠点として位置付ける

事に対しては，節度と冷静さを改めて求める必要があ

るといえる． 

 本研究の結果より，今後の人口減少社会の中で，全く

各市町村のフリーハンドで集約拠点を設定する制度を導

入することは，コンパクト化とは名ばかりの，むしろ拡

散化計画を推奨することにもなりかねないことに強い注

意が必要である．今後の新たな立地適性化計画立案時に

おけるその危険性を客観的に初めて明らかにしたことが

本取り組みの最も重要な成果といえる．集約化のための

関連制度は現在までに多くが考案され，研究ベースでも

整理が進んでいる 17)が，いずれも「拠点にどう集約する

か」と言う事に主眼をおいたもので，「拠点をどう集約

するか」ということの方法論は示されていない．地域に

対する公平性への配慮から，多くの都市計画関係者はそ

のことを難しいと感じているのが実際であろう．しかし，

実際に都市圏での拠点数を 1/3にまで減らした実例も海

外には存在する 18)．拠点は広域の中心であるという基本

に立ち返ると，広域的な視野の中で調整が必要なことは

本来論を待たないはずである．もしもそのことが分権化

の流れの中で思考停止した状況で意志決定されるとすれ

ば，それは極めて大きな問題であることを本研究の結果

として強調しておきたい． 
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